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車椅子及び電動車椅子の算定基準の見直し（案）について（概要）

１

① 車椅子・電動車椅子の種目分類の見直し（基本価格の新設）

〇 基本価格は製作事業者の製作・適合技術への対価であり、事業者の人件費として必要なことから新
規に設定してはどうか（レディメイド除く）。

② モジュラー型の新設

〇 モジュラー型をオーダーメイドから分離、新設し、部品交換による修理を可能とするほか、支給は原則
としてモジュラー型と定めることとしてはどうか。

〇 モジュラー型の新設に伴い、購入基準及び修理基準についても所要の見直しを行うこととしてはどう
か。

➂ 流通経費の設定

〇 モジュラー型を新設するにあたり、流通経費を基本価格に含むことしてはどうか。

④ 車椅子の２台同時支給における基本価格算定の留意事項

〇 児童に対しては、学校生活等で必要な場合、車椅子の２台同時支給を認めてはどうか。

〇 2台同時支給する場合には、１つの採寸データで２台の製作が可能であることを考慮した基本価格と
してはどうか。

〇 また、障害者への車椅子の再支給に当たっては、身体状況等に変化がなく、同一製品を再支給する場
合には、前回製作時の採寸データが使用可能であることを考慮した基本価格としてはどうか。



① 車椅子・電動車椅子の種目分類の見直し（基本価格等の新設）
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〇 告示の分類上、「（５）その他」の種目に分類されているが、補装具事業者において加工及び組立作業等を行っていることから、
「（５）その他」から独立させ、基本価格等を新設し、実状に見合う価格体系に見直してはどうか。

方向性（案）

基本価格及び製作要素
価格を設定する必要あり

2

〇 車椅子・電動車椅子においては採寸を行い、各構成要素を製作あるいは調整しているにもかかわらず、基本価格及び基本工作法
が定められていない。

現状・課題

見直しのイメージ

令和5年度補装具評価検討会ワーキンググループ（第２回、令和５年７月３１日）、 （第３回、令和５年９月４日）での議論をもとに整理したもの。



① 車椅子・電動車椅子の種目分類の見直し（基本価格等の新設）
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〇 小売系から製造系への種目分類見直しに際して、基本価格及び基本工作法が定める必要がある。

〇 また、現状の告示は、補装具費支給事務取扱指針で定めている処方箋と項目が乖離しているため、更生相談所において見積額の
妥当性等を判断する書類判定が困難なものとなっている。

現状・課題

〇 製作要素価格、完成用部品価格は設定せず、基本価格に本体価格及び加算要素を積算して基準額を算定してはどうか。
車椅子の構成要素ごとに加算要素を定めることで、基準額の算定を明確にしてはどうか。

〇 加算要素については、効率的な判定が行えるよう、補装具費支給事務取扱指針の処方箋に準じた項目としてはどうか。

方向性（案）

見直しのイメージ

（見直し案）
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① 車椅子・電動車椅子の種目分類の見直し（基本価格等の新設）
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リクライニング機構

ティルト機構

リクライニング・ティルト機構

リフト機構

構成要素 加算要素

フレーム

折りたたみ、後方大車輪（標準：加算なし）

固定

幅止め

補強

シート

スリング式（標準：加算なし）

ソリッド式

張り調整式

奥行調整

バックサポート

スリング式（標準：加算なし）

ソリッド式

張り調整式

ワイドフレーム

高さ調整式

背座角度調整（両側）

背折れ（両側）

ヘッドサポート

なし（標準：加算なし）

あり（枕含まず）

マルチヘッドサポート（枕含む）

レッグサポート

固定式（標準：加算なし）

挙上式（両側）

開閉脱着式（両側）

挙上・開閉脱着式（両側）

レッグベルト全面張り

その他加算（網掛けした加算要素との差額のみを加算）

機構加算

【補装具費支給事務取扱指針の処方箋（一部抜粋）】

普通型

介助型

本体価格

見直しのイメージ

【購入基準（案）】

基本価格に、「本体価格」及び「加算要素（機構加算、その他加算）をそれぞ
れ加えたものを基準額とし、加算要素については、処方箋に合わせてはどう
か。

【本体価格及び加算要素（案）】

種目 名称 基本構造 付属品 価格

車椅子 普通型

原則として折りたたみ式で大
車輪が後方にあるもの。
JIS T 9201-2006又は
JIS T 9201-2016による。

身体の障害の状況により、クッ
ション、その他の付属品を必要と
する場合は、修理基準の表に掲
げるものを付属品とする。

100,000

【現状の購入基準（普通型）】



② モジュラー型の新設

5

種目 名称 基本構造 付属品 価格 備考

車椅子 普通型

原則として折りたたみ式で大
車輪が後方にあるもの。
JIS T 9201-2006又はJIS
T 9201-2016による。

身体の障害の状況によ
り、クッション、その他の
付属品を必要とする場
合は、修理基準の表に掲
げるものを付属品とする。

100,000

価格は、オーダーメイドによる製品価格及びモジュ
ラー方式による製品（モジュールを組み立てること
により製作でき、完成後の微調整機能をゆうする
もの。）に適用するものとし、レディメイドによる製
品については、価格欄の額の７５％の範囲内の額
とすること。

（現状の告示）

〇 現状の告示では「オーダーメイド型」、「レディメイド型」の２区分で価格が定められている。

〇 現在、モジュラー型車椅子は、オーダーメイドの車椅子に含まれているが、モジュラー型の車椅子が主流となっている。

現状・課題

〇 車椅子・電動車椅子の製品区分を「オーダーメイド型」、「モジュラー型」、「レディメイド型」の３区分とし、名称及び製品区分によっ
て価格を決定してはどうか。

〇 モジュラー型は、部品の選択及び修理に伴う構成部品の交換が容易であり、車椅子の主流となっていることから、指針において、
原則としてモジュラー型を支給することを明示してはどうか。

方向性（案）

〇 モジュラー型（モジュラー方式による製品）

（モジュラー型で対応できない場合のみ）

〇 オーダーメイド型（オーダーメイドによる製品）
〇 レディメイド型（レディメイドによる製品）

見直しのイメージ

※ 原則としてモジュラー型を支給するよう、指針に明示

〇 普通型

〇 介助型

【名称区分】 【製品区分】



③ 流通経費の設定

〇 特定保険医療材料、薬価等の公定価格については、その価格の中に流通経費が含まれている。一方で、車椅子及び電動車椅子の
基準額については、現状、流通経費が含まれていないため、サプライヤーあるいは補装具事業者の負担となっている。

現状・課題
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〇 車椅子及び電動車椅子の算定基準の見直しに伴う、基本価格の設定に当たっては、サプライヤーから補装具事業者への卸価格に
ついて、全国一律価格として利用者が等しく支援を受けられるよう、本体価格の中には流通経費を含むこととしてはどうか。

方向性（案）

見直しのイメージ



④ 車椅子の２台同時支給における基本価格算定の留意事項
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〇 児童に対しては、学校生活等で必要な場合、車椅子の２台同時支給を認めてはどうか。

〇 2台同時支給する場合には、１つの採寸データで２台の製作が可能であることを考慮した基本価格としてはどうか。

〇 また、障害者への車椅子の再支給に当たっては、身体状況等に変化がなく、同一製品を再支給する場合には、前回製作時の採寸
データが使用可能であることを考慮した基本価格としてはどうか。

方向性（案）

（障害児：障害児に対して同時に２台支給する場合の基本価格）

自宅用 学校用

２台購入の場合は、１つの採寸データで
２台の製作が可能。

（障害者：身体状況等に変化がみられない場合の車椅子の再支給にかかる基本価格）

前回製作時の採寸データの使用が可能。

〇 補装具については、原則1種目1台の支給が原則であるところ、児童については教育上必要であることから、現状、２台支給され
ている。

〇 同時に２台支給をする場合、１つの採寸データで２台の車椅子の製作が可能である。

現状・課題

見直しのイメージ

同じものを再支給


